
大学進学の急増が学歴間賃金および収益率格差に及ぼす影響：

インドネシアの事例

本　台　　　進

1．はじめに

経済発展、貧困解消、また所得格差解消手段として、教育投資が有効性であると考え

られ、インドネシアにおいては第一次五ヵ年計画（1969-1974 年）の終わり頃から急速に

教育投資の拡充が行われてきた。学校教育における就学状況は、これまでの教育環境の

整備により、就学者数を同年代の人口比（就学率）で見ると、2017 年には中学校以下で

ほぼ 100% に達し、高校でも約 70% に達している。一方、大学に関しては、就学者数が

1974 年には 23 万人と僅かであったが、1980 年に 54 万人、2017 年に 695 万人へと著しく

増加した。この数値を 19-24 歳年齢層の就学率にすると、1980 年の約 3% から 2017 年の

24.8%（BPS_a, 2019）へと大きく伸びた。

こうした大学教育の急速な拡大によって、その収益率が低下したのではないかという疑

問がある。インドネシアにおける教育の収益率を分析した Deolalikar（1993）、Patrinos, 

Ridao-Cano and Sakellariou（2006）、および本台・新谷（2008）は、小学校、中学校、高

校、大学教育のそれぞれの収益率を推計し、教育レベルが上がるにつれて収益率は順に高

くなることを実証した。しかし、これらはすべて 1 時点のみの分析で、時間と共に収益率

がどのように変動するかについては分析していなかった。収益率の時間的変化を見るため

に Purnastuti, Miller and Salim（2013）は 2 時点（1993 年および 2007-08 年）のデータ

を分析し、大学以外の教育では収益率は時間の経過と共に低下したが、大学教育では上昇

していたことを証明した。しかしこの様な 2 時点だけの比較では、経済変動の影響を大き

く受けるため、大学教育の収益率が傾向に上昇していると捉えることはできない。教育投

資への適切な資源配分を考察するためにも、学校教育の収益率の大きさだけでなく時間の

経過と共にどのような傾向変動が起こっていたかを見ることは重要である。
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そこで先述の様なインドネシアにおける急速な大学教育での就学率上昇の現状を踏ま

え、本稿では①なぜこの様に大学への就学率が急速に上昇したか、および②この上昇は大

学教育の収益率にどのような影響をもたらしたかを検討する。さらに多くの高校や大学教

育を受けられる社会を実現することによって所得格差の拡大を緩和することができるか、

および教育投資の所得格差解消手段としての可能性を、2001 年から 2018 年までの長期間

の労働力調査データを利用し考察してみよう。

本稿の構成は第 1 節に引き続き、第 2 節において分析に利用するデータである労働力調

査について説明する。さらに、インドネシアの第一次五ヵ年計画の終了年である 1974 年

以降の教育体系における学校別就学者数の推移を観察する。第 3 節においては、常勤雇用

者のうち大学卒と高校卒の賃金動向を分析し、賃金格差が縮小したかを検討する。第 4 節

では主に中学校卒以下の学歴の非常勤雇用者と高校卒の賃金格差の推移について考察し、

賃金格差が縮小したかを検討する。第 5 節において、休業や失業などにより賃金ゼロの労

働者を含めた賃金関数を定式化し、教育の収益率を推定し、学歴間収益率格差が学歴間賃

金格差と同じように縮小してきたかを検証する。そして第 5 節を結びにあてる。

2．労働力調査と在学者数の推移

インドネシアにおける学歴間賃金格差と教育の収益率格差を分析できるデータについて

述べてみよう。インドネシア中央統計庁（Badan Pusat Statistik、以後“BPS”と略す）

は労働力調査（Survei Angkatan Kerja Nasional、以後“Sakernas”と略す）を 1990 年より

毎年実施している。2001 年以降の Sakernas は、全労働力を個人事業者、家族経営事業者、

企業経営者、常勤雇用者、非常勤農業雇用者、非常勤非農業雇用者、無給家族労働者の 7

つに分類し、⑴　それぞれについて就業、休業、失業、家事従事、就学などの状況を調査

してきた。さらに各労働力について年齢、性別、学歴、労働時間、労働日数、1 ヵ月当た

りの賃金などを含む項目を詳細に調査している。⑵　しかし、所得または賃金および給料

に関しては、個人事業者、常勤雇用者、農業非常勤雇用者、非農業非常勤雇用者に対して

⑴　ここで、①個人事業者は家族構成員や家族以外の人を使用せず、1 人で事業を営んでいる個人、
②家族経営事業者は家族構成員のみを使用し、事業を営んでいる個人、③無給家族労働者は家族経
営事業者により雇用されている家族構成員を指す。
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は調査しているが、それら以外の者については調査していない。

常勤雇用者の賃金は彼らの学歴と大きく関係している。Sakernas 調査票において学歴の

分類は、2007 年までは、①小学校卒、②中学校卒、③高校卒、④短期大学（以後、“短大”

と略す）1 ～ 2 年卒、⑤短大 3 年卒、⑥大学卒（短大 4 年卒を含む）の 6 段階に、⑦小学

校未就学者及び小学校中退者（以後、“小学校未就学”と略す）を加え、7 段階であった。⑶  

その後 2008 年から 2015 年までは、大学卒よりさらに上の大学院修士修了と博士修了が一

括りにされ“修士博士”として調査され、学歴が 7 段階から 8 段階へと変更となった。さ

らに 2016 年には一括りにされていた修士博士が“修士修了”と“博士修了”に区分して

調査され、9 段階で調査されるようになった。したがって、2007 年までの大学卒サンプル

の中には修士修了や博士修了が含まれていたが、元々修士や博士の修了者が非常に少な

かったため、含まれていてもそれらのサンプル数は非常に僅かであると考えられる。

インドネシアが近代経済発展を始めた初期の 1965 年以降、就学者数は急速に伸びて

きた。第一次五ヵ年計画（1969-1974 年）の最終年には、約 1,331 万人の児童が小学校に

就学中であった。それから 15 年後の 1989 年には、小学校就学年齢児童の就学率はほぼ

100% となり、就学者数は約 2 倍の約 2,620 万人となった。特に 1974 年からの小学校就学

者数の増加は著しいものであった。これは、農村における小学校教育拡充特別プログラム

である“インプレス SD”がこの年から導入されたためである。⑷　しかし、1980 年代後半

から出生率が低下しはじめて、1990 年代中頃から小学校就学年齢期の児童がやや減少し

始めた。そのため、小学校就学者数は今後 2,600 万人を大きく超えることはほとんど無い

と思われる。

各学校教育レベル別の第一次 5 ヵ年計画最終年（1974 年）の就学者数を 1.0 とし、そ

⑵　Sakernas では、常勤雇用者は①期間の定めのない雇用契約で企業などに雇用されている者、およ
び② 1 ヵ月以上の期間を定めた雇用契約で雇用されている者と定義されている。他方、非常勤雇用
者とは、①雇用契約の期間が 1 ヵ月未満の雇用者、②雇用期間が 1 年以上に及ぶ場合でも零細企業
で雇用されている者と定義されている。また非常勤雇用者は農業で働く農業非常勤雇用者と非農業
で働く非農業非常勤雇用者に区別され調査されている。

⑶　インドネシアの教育機関には教育省（The Ministry of National Education）のものと宗教省（The 
Ministry of Religious Affairs）のものがある。労働力調査の区分は教育省の教育体系を基準にして
いるため、ここではそれをもとに説明する。

⑷　このプログラムは 1974 年にスハルト大統領が小学校建設を推進する大統領令を出したことにより
始まった。
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の増加の状況を見てみよう。小学校就学者数は 1974 年に 1,331 万人であり、1980 年に

2,255 万人になった。就学率は既に 96% に達し、その後の増加は僅かで、2018 年には 1.1 倍

の 2,524 万人となった。次に 1974 年に 169 万人であった中学校就学者数は急速に増加し

1995 年には 4.1 倍の 695 万人、それ以降は徐々に増加し 2018 年には 5.9 倍の 998 万人と

なった。高校就学者数は 1974 年に 72 万人であったが、1986 年には 4.8 倍の 350 万人、2004

年には 7.8 倍の 557 万人、2018 年には 13.6 倍の 980 万人となった。他方、短大を含む大

学以上の在学者数は目を見張る増加を記録した。1974 年には在学者数はわずか 23 万人

であった。1990 年には 6.9 倍の 159 万人、2000 年には 11.3 倍の 262 万人、2010 年には

20.6 倍の 480 万人、2018 年には 31.6 倍の 734 万人となった。この様に急増した在学者

数の中でも、特に 1997-2001 年間と 2007-2011 年間における増加は著しく、それぞれの

期間に 87 万人と 181 万人の増加があった。

高校と大学での就学者の増加には 2 つの要因がある。その 1 つは人口増である。人口

成長率は 1970 年代には 2.34% あり、1973 年には 1 億 2,600 万であった人口が 40 年後の

図 1．学校別在学者数の推移（1974=1.0）

注：短大就学者は大学以上に含まれる。
出所：1 1974-1994 年 ; Jones and Hull (1997, 143).　
　　　2 1995-2018 年 ; BPS_a (1997, 1999, 2001, 2003, 2005/06, 2007, 2009, 2012, 2013, 

2014, 2016, 2017, 2018, 2019, 2020).
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2013 年には約 2 倍の 2 億 4,880 万となった。こうした人口増によって、就学者の数も増大

してきた。もう一つの要因は就学率の増加である。就学率の計算できる 2003 年と 2017 年

を比較すると、7-12 歳層では 96.4% から 99.1% へ上昇、13-15 歳層では 81.0% から 95.1%

へ上昇、16-18 歳層では 51.0% から 71.4% へ上昇、19-24 歳層では 11.6% から 24.8% へ上

昇した。この様に、特に 16 歳以上 24 歳までの年齢層における就学率が著しく上昇した

（BPS_a 2005/06 および BPS_a 2017）。

本稿で利用する Sakernas は 2000 年以降のものであるため、観察できる大学就学者数の

急増時期は、1997-2001 年間と 2007-2011 年間である。この様な大学就学者数増加の結果、

大学卒以上の賃金が他の学歴所有者と比べてどのようになったかの分析を次節以降で試み

る。

3．大学卒と高校卒常勤雇用者の賃金比の推移

短大 1 ～ 3 年卒を含まないが、短大 4 年卒を含む大学卒と高校卒の常勤雇用者の 1 ヵ月

当たり平均賃金を計算し、大学卒と高校卒の賃金比（大学卒・高校卒賃金比）を 20-24 歳、

25-29 歳、30-34 歳、35-39 歳、40-44 歳の 5 歳毎年齢層別に計算し表示したのが付録表 1

である。全ての年齢層の数値をグラフに描くと線が重複してわかりにくくなるため、それ

らの内、20-24 歳層、30-34 歳層、40-44 歳層のみを取り出して描いたのが図 2 の 1 ヵ月

当たりの年齢層別大学卒・高校卒賃金比である。

先ず 20-24 歳層の賃金比を見てみよう。図 1 で見た 1997-2001 年大学就学者増は、4 年

後の 2001-05 年に大学卒増加となって現れる。この状況を反映して 2000 年には大学卒・

高校卒賃金比は 1.84 であったが、2001 年以降急速に低下し始め、2005 年には 1.25 となっ

た。その後数年間におけるこの年齢層の賃金比の低下は僅かであった。しかし 2007-11 年

において再び大学就学者が増加し、それによる大学卒の急増は 2011-15 年に現れ、これが

大学卒の賃金を押し下げ、賃金比は 2011 年の 1.32 から 2015 年の 1.10 へ低下した。この

様に、大学卒の増加により彼等の賃金が抑えられ、逆に大学への進学率の上昇のため高校

卒の供給が減少し、賃金が相対的に上昇してきたと考えられる。その結果、2017 年以降

において賃金比は 1.00 を下回り、この年齢層においては大学卒より高校卒の賃金が高く

なる現象が起きた。⑸　
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次に 30-34 歳層の賃金比の推移見てみよう。1997-2001 年の大学就学者増は、その 14

年後の 2011-2015 年に 30-34 歳層における大学卒の増加となって現れると予想できる。

2000 年にはこの年齢層の大学卒・高校卒賃金比は約 1.50 であって、ほぼこの水準が予想

より 1 年長く 2012 年まで続いていたが、2013 年には 1.42、それ以降傾向的に低下し 2016

年に 1.31、2018 年に 1.15 となった。大学卒の数が 2001 年から急増し始め、その年齢層が

10 年後の 2011 年には 30-34 歳となり、この大学卒の急増の影響が予想よりやや遅れて、

2013 年から 30-34 歳層の賃金に影響を及ぼしたと考えられる。

最後に 40-44 歳層の賃金比を見てみよう。この賃金比は 2000 年に 1.49､ 2003 年に 1.57、

2008 年に 1.50、2013 年に 1.60、2018 年に 1.56 で、その変動はほぼ 1.50 ～ 1.70 の範囲内で、

傾向的変動は見られない。1997-2001 年の大学就学者増は、2001-2005 年には 20-24 歳層

⑸　20-24 歳層において高校卒の賃金が大学卒の賃金より高くなった理由は次の通りである。通常、
高校卒業時の年齢は 18 歳であり、年齢 20-24 歳になるとすでに 2 年から 6 年の就業経験を積んで
いる。そのため、高校卒の賃金は経験年数が加味され、その分だけ賃金率が上昇している。それに
対して 20-24 歳層の大学卒は経験年数が 0 年から 2 年である。したがって、この年齢層においては
経験年数の長い高校卒の賃金が大学卒のそれを上回ったのである。こうしたことは先進工業国で通
常観察されている。

図 2．20-24 歳層，30-34 歳層，40-44 歳層の大学卒・高校卒賃金比

出所：付録表 1
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における大学卒の急増、2011 年には 30-34 歳層における大学卒の増加、15 年後の 2016 年

には 35-39 歳層における大学卒の増加として現れるはずである。しかし 2018 年には、そ

れはまだ 40-44 歳層における大学卒の増加には至っていない。そのため、この年齢層では

大学卒の雇用者数は未だ少なく、その結果、この年齢層における賃金比はまだ低下傾向が

現れていない。しかし、2021 年以降になると、その影響がこの年齢層に波及し、賃金比

の低下が生じると考えられる。

2007-2011 年の大学就学者増は 2011-2015 年に 20-24 歳層における大学卒の増加となっ

て現れ、2021-2025 年に 30-34 歳層における大学卒の増加となる。したがって、2007-

2011 年の大学就学者増は、図 2 において 20-24 歳層の賃金比を押し下げているが、30-34

歳層や 40-44 歳層の賃金比を押し下げるまでには至っていない。

次に地域別に見て大学卒・高校卒賃金比の低下がどこで顕著に現れたかを、ジャカルタ、

中ジャワ、バリの 3 州で検討してみよう。これらの州は次の様に多様なインドネシアの地

域経済を代表する 3 州である。ジャカルタは中央政府の機関、国内大企業、外資系企業の

雇用が大きく、国内で大学卒の雇用者が最も多い地域である。経済的には周辺の西ジャワ

の一部を取り込み、ジャカルタ経済圏を形成し、近代的な製造業や商企業が集積する経済

開発が進んでいる地域である。次の中ジャワは人口的には西ジャワや東ジャワよりやや少

ないが、人口約 3,300 万人が在住する巨大州であるが、製造業の集積は少なく、農業とそ

れに関連するサービス産業が中心の伝統的なインドネシアを代表的する経済構造をもつ地

域である。最後のバリは人口的には 400 万人程度の小さい州であるが、経済構造は製造業

の集積はなく、観光業の比重が非常に高いサービス産業と農業が中心となっている州であ

る。

ジャカルタ、中ジャワ、バリにおける大学卒・高校卒賃金比の推移を示したのが図 3 で

ある。まずジャカルタに注目するとこの賃金比は 2000 年に 2.4、ほぼこの水準を維持し

て 2011 年には 2.5 であった。しかし 2012 年には 2.2 に低下し、その後傾向的に低下した。

すなわち、1997-2001 年の大学就学者急増の影響は顕著に現れなかったが、2007-2011 年

の急増が大学卒・高校卒賃金比の低下として 2012 年以降に現れたのである。中ジャワで

は賃金比が 2014 年には 2.2 に達し、その後急速に低下した。最後のバリにおいては、中

ジャワとほぼ同じような変動を示し、2012 年まで上昇していたが、それ以降低下傾向に
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転じた。賃金比変動のパターンは州により異なるが、1997-2001 年の大学就学者急増につ

いては 3 州ともほとんど影響を受けなかった。しかし、2007-2011 年のより大幅な急増を

反映して、まず大学卒労働力の比重が大きいジャカルタで 2012 年を境に賃金比が低下し

始め、やや遅れて他の 2 州で賃金比の低下が観察されるようになった。

ここまでで見たように 1997-2001 年および 2007-2011 年の大学就学者急増を反映して、

大学卒・高校卒賃金比の低下は年齢層別に見ると20-24歳層においては2001年頃より現れ、

順次年齢の高い層へ移行していくことが明らかである。地域別にみると、大学卒の就業が

最も多いジャカルタにおいて 2012 年から顕著に現れ、バリや中ジャワでもやや遅れて観

察されるようになった。

4．非常勤雇用者・高校卒の賃金比の推移

Sakernas の中には常勤雇用者と区別して、casual laborers と呼ばれる標本があり、第 2

節ではこれを非常勤雇用者として分類した。彼らは主に 1 日契約または期間限定契約で雇

われて、日雇い業務、季節的業務、臨時的業務、パートタイム業務などに従事している。⑹

図 3．ジャカルタ、中ジャワ、バリにおける大学卒・高校卒賃金比

出所：BPS_b (2001-2018) より計算
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　これまでの考察で、農村における非常勤雇用者の多くは、農地を所有せず、土地所有の

自営農業経営者により日雇いまたは季節的に雇用され、農業に従事している割合が大きい

ことが分かっている。その結果、農村の貧困世帯の多くはこのような非常勤雇用者が世帯

主となっている（本台・新谷 2008, 101-116）。

非常勤雇用者の数は、2015 年時点で非農業に 696 万人、農業に 550 万人、合計約 1,246

万人であった（BPS_c 2015）。その年の全雇用者数は 5,829 万人で、その約 21%、すなわ

ち全雇用者の約 5 分の 1 が非常勤雇用者となるが、その時点で彼らがどのような学歴を持っ

ているかを常勤雇用者の割合と対比しながら見てみよう。常勤雇用者の中には小学校未就

学、小学校卒、中学校卒もいるが、高校卒以上の割合が 64.4% を占めていた。他方、非

常勤雇用者の場合、農業非常勤では小学校卒以下が約 78% を占め、それに中学校卒の約

15% を加えると 93% に達する。⑺　すなわち、農業における非常勤雇用者はほとんど中学

校卒以下の学歴といえる。また非農業における非常勤雇用者においても、中学校卒以下の

占める割合が 84.3% であり、中学校卒以下の割合が非常に高いことが分かる。

ここでは 1 ヵ月当たりの非農業非常勤雇用者の賃金と高校卒常勤雇用者の賃金比（非農

業非常勤・高校卒賃金比）を、前節で大学卒・高校卒賃金比の変動を観察したジャカルタ、

中ジャワ、バリについて見てみよう。これら 3 州は非農業非常勤雇用者数の多い州でもあ

る。

図 4a は横軸に暦年をとり、縦軸に賃金比をとり、州別にその推移を描いたものである。

先ず、ジャカルタにおける賃金比は 2002 年には 67% であったが、2010 年までやや低

下した。しかし 2011 年から上昇傾向に転じた。次に、中ジャワの賃金比は 2002 年から

2010 年まで 47% 前後で推移してきたが、ジャカルタと同様に 2011 年から上昇し、2015

年には 60% となった。最後のバリでは 2002 年から 2006 年まで低下傾向を示していたが、

⑹　インドネシアの労働法では、期間限定の雇用契約は最長 3 年まで、3 年以上の雇用契約を無期限
契約と定義されている。しかし Sakernas の中では、1 ヵ月以上の雇用契約を持っている者は無期限
契約として常勤雇用者と定義される。したがって、労働法と Sakernas の無期契約の概念は異なる。

⑺　労働者数を 2003 年以降継続的に収集した資料として Kedaan Pekerja di Indonesia （BPS_d）がある。
これは標本調査で、農地を所有していないと考えられる農業従事者数は 2003 年以降約 550 万人前
後で推移し、2017 年には約 500 万人となっていた（BPS_d 2017）。これに対して全数調査である
2003 年農業センサスの数値では、農地を所有していないと考えられる農業従事者数は約 800 万人と
なっていた（BPS_c 2003）。
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2007 年から上昇傾向的に転じ、2017 年には 74% に達した。すなわちバリでは他の 2 州よ

り数年早く上昇を始め、ジャカルタと中ジャワでは同時期の 2011 年から非農業非常勤・

高校卒賃金比は上昇を始めた。この様な賃金比の上昇は、非農業非常勤労働者の供給が

2006-10 年頃まではほぼ無制限であったが、その後次第に供給がタイトになり、非農業非

常勤賃金の上昇が始まったと考えられる。

次に、農業非常勤雇用者の賃金と高校卒常勤雇用者の賃金比（農業非常勤・高校卒賃金

図 4b．中ジャワ、バリ、東ヌサトゥンガラの農業非常勤・高校卒賃金比

図 4a．ジャカルタ、中ジャワ、バリの非農業非常勤・高校卒賃金比

注：賃金比は 3 ヵ年移動平均値を図示した。
出所：BPS_b (2002-2018) より計算
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比）を中ジャワ、バリ、東ヌサトゥンガラの 3 州について見てみよう。非農業非常勤雇用

者の賃金と対比して検討するためにはジャカルタを 3 州の中に入れた方がよいが、ジャカ

ルタにおける農業非常勤雇用者の標本数が非常に少なく、彼等の 1 ヵ月当たり平均賃金が

年毎に大きく変化するため除外した。代わりに、州内総生産のうち農業の比重が非常に大

きい東ヌサトゥンガラを入れた。この州は、2017 年に国内において一人当たり州内総生

産額の最も低い州で、農業の州内総生産に占めるシェアは 29% であった（BPS_d 2019）。

図 4b は図 4a と同様に横軸に暦年をとり、縦軸に賃金比をとり、州別に農業非常勤・

高校卒賃金比の推移を描いたものである。中ジャワでは 2010 年から上昇が始まり、2017

年には 37.7 に達した。東ヌサトゥンガラでも 2010 年から上昇し、2017 年には 28.8 に

達した。これに対して、バリでは 2006 年まで傾向的に低下し、2007 年に上昇傾向に転じ、

2018 年には 54.9% となった。中ジャワとバリにおける農業非常勤・高校卒賃金比と非農

業非常勤・高校卒賃金比の上昇時期を見ると、農業と非農業で非常勤労働者の供給が同

時にタイトになっていることを示している。バリにおいては、他州より早く既に 2008 年

に農業非常勤の供給がタイトになっていたことがこれまでの分析によって証明されている

（Hondai 2014）。

こうした変化は、非常勤雇用者の賃金が高校卒のそれより相対的に上昇し、2010 年頃

より賃金格差が減少していることを示している。そして非常勤雇用者の賃金上昇は、特に

農村の貧困世帯である農地を所有せず、日雇いまたは季節的に雇用され農業に従事する者

の世帯所得を押し上げ、所得格差の拡大を抑えるように作用していると考えられる。

5．学歴別教育収益率の推計

Sakanas データ中には教育を受けながら、休業、失業、無給家族従業者などの賃金ゼロ

のサンプルが多く存在する。しかし、ここまでの分析は就業中の常勤と非常勤雇用者につ

いて分析してきたため、賃金ゼロのサンプルはその中に含まれなかった。このように休業

や失業中のサンプルを無視した場合に、平均賃金だけの比較で賃金格差の縮小が確実に起

こっているか確認が困難である（北村 2009）。そこで、休業や失業中のサンプルを考慮に

入れた次のようなサンプルセレクションモデルによる賃金関数を計測し、教育投資の収益

率を計測し、学歴間の賃金格差が縮小しているかを確認することが重要である。人的資本
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に対する投資の収益率を賃金より計測する方法として、雇用者の単位時間当たりの賃金率

の自然対数値を、教育年数および教育終了後の経験年数の 2 次式で近似するミンサー型賃

金関数を利用することが一般的である。

ここで y*i は賃金所得の有無を示し、y*i が正の場合のみ賃金所得 y*i が yi として観測され、

y*i が正でない場合に賃金所得 y*i が yi =0 として観測される。xi は賃金関数の説明ベクトル

であり、βi は推定すべきパラメーターのベクトル、そして ui は確率誤差項である。ここ

ではこの様な推計のためにヘックマンの 2 段階推定法を用いる。

教育投資の収益率を推定する一般的なミンサー型賃金関数は、初等教育から高等教育ま

での全教育年数から発生する収益率の平均を求めるものである。すなわち、教育年数が 1

年長くなることにより、賃金係数× 100% 上昇することを意味する。しかし、この場合の

教育年数の係数が示す収益率は、学歴別の収益率を示すものではない。学歴別の収益率を

計測する方法としては、教育年数の代わりに、学歴ダミー変数を説明変数とする方法が用

いられる。⑻　例えば、小学校卒を基準して、中学校卒、高校卒、大学卒のダミー変数を

使用する方法である。ここではインドネシア教育体系と非常勤雇用者を含む Sakernas に

おいて利用できるデータを考慮して、次式を利用し、学歴別の収益率を計測する。

（1）

この式は、1 ヵ月当たりの賃金（W）の自然対数が、学歴ダミー変数（S）および潜在経

験年数（X）の 2 次関数として表現する。この推計では学歴ダミー変数は Sakernas におけ

る小学校卒（小学未就学を含む、以下同様）を基準として、中学校卒を S1、高校卒を S2、

⑻　北條（2018）においては学歴別教育の収益率計測に対しては、学歴ダミーを用いる方法が推奨され
ている。
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短大卒（短大 1 ～ 3 年卒）を S3
⑼、大学卒（短大 4 年卒を含む）を S4、修士修了と博士修

了を一つに纏めた大学院修了を S5 として⑽、合計 5 個のダミー変数を採用する。ただし、

大学院修了が区分され調査されるようになったのは 2008 年からであるため、2007 年以前

では学歴に関するダミー変数は大学院修了を除く 4 学歴であった。この方法で推定して得

られる各学歴ダミー変数の回帰係数は、小学校卒後の教育に対する収益率を示している。

潜在経験年数の計算は、小学校卒の場合 12-13 歳で卒業となるため年齢から 13 年を引

いた年数を潜在経験年数とする。⑾　同様に中学校卒は 16 年、高校卒は 19 年、短大卒は

21 年、大学卒は 23 年、大学院終了は 25 年を引いた年数を潜在経験年数とした。小学校

未就学については就業し始めた年齢が不明であるため、小学校卒と同じように年齢から

13 年を引いた年数を潜在経験年数とした。

Sakernas は調査年により調査項目の変動があり、労働力が個人事業者、家族経営事業者、

企業経営者、常勤雇用者、非常勤農業雇用者、非常勤非農業雇用者、無給家族労働者に分

類しされているのは 2001 年からであるため、その年以降を計測年とする。⑿

Sakernas では、年齢 60 歳を超える標本数は非常に少ない。またインドネシアの労働法

制で決められている 2017 年における定年が 57 歳であった（弁護士法人 One Asia 2019）。

そのため年齢 61 歳以上の標本を除く、年齢 60 歳までの標本を分析対象とした。

紙幅の制約により式（1）の推計結果のうち 2001 年、2008 年、2018 年分のみを表 1

に示し、それらを含む全ての推計結果を付録表 2 に示す。計測された賃金関数の mills 比

は大きく、しかも統計的にも有意であるため、Sakernas を利用して賃金ゼロのサンプルを

除外した推計を行うと、セレクションバイアスが生じることが分かる。

計測された式（1）の係数は全て統計的に有意であり、そして全ての調査年において潜

⑼　短大 3 年卒はサンプル数が少ないため、短大 1 および 2 年卒と併せて短大卒とした。
⑽　Sakernas において、2008-15 年の間は修士修了と博士修了が一括りにされ、大学院修了として調査

されていた。その後、2016 年より修士修了と博士修了が区分され調査されるようになった。しかし博
士修了のサンプル数は非常に少ないため、2008 年以降全ての年で、両者を一括りにして大学院修了と
して賃金関数を計測した。

⑾　潜在経験年数は最終学歴終了後の経過年数と定義した。
⑿　2000 年までは労働力の分類は 2001 年以降と異なり、個人事業者、家族経営事業者、企業経営者、

常勤雇用者、無給家族労働者の 5 分類であった。さらに、個人事業者、家族経営事業者、企業経営者
の収入は調査されていなかったため、賃金が分かるのは常勤雇用者のみであった。
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在経験年数の係数はプラスで、経験を経るにしたい賃金の上昇を意味し、妥当な結果であ

る。またその年数の 2 乗の係数はマイナスであり、ある年数に達するまでは経験年数が増

加するにつれて賃金が上昇するが、その年数を超えると、賃金が減少し始めることを示し

ていて、これも妥当な結果である。

各学歴における収益率は、小学校卒を基準に学歴ダミー変数をいれたため、それ以上の

学歴に対応する教育年数でダミー変数の係数を割ると、小学校を卒業した後の教育に対す

る収益率を得ることができる。⒀　この様にして得られた中学校卒、高校卒、短大卒、大

学卒、大学院修了の収益率を 2001 年から 2018 年までのグラフにしたのが図 5 である。

この図において 4 つの特徴が観察できる。第 1 点は、これまでの分析でも明らかになっ

ているのと同様に小学校卒、中学校卒、高校卒、短大卒、大学卒、大学院卒の順に、教育

レベルが上がるにつれて収益率は順に高くなっていた。2008 年における大学教育につい

ての収益率は約 10% で、この様な高い収益率が、図 1 で見た大学在学者数の急速な増加

出所：付録表 2

表 1．2001 年 , 2008 年 , 2018 年賃金関数の推計結果
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のインセンティブになっていたと考えられる。第 2 点は、中学校卒以上の学歴の収益率は

年々低下していて、小学校卒の収益率に近づき、中学校卒以上と小学校卒の収益率格差が

小さくなっていることである。これは Purnastuti, Miller and Salim（2013）の二つの分析

結果の一つである「高校以下の教育では収益率は時間の経過と共に低下した」と一致する。

しかし、彼らのもう一つの結果である「大学教育では上昇していた」とは一致しない。彼

らの分析結果は 1993 年と 2007-08 年の 2 時点のみの分析に対し、本稿の分析は 2001-18

年間の毎年という長期間の分析であり、収益率の傾向変動をより正確に捉えていると考え

る。したがって、大学教育の収益率も高校以下と同様に在学者数の増大と共に低下してき

たと考えられる。

上述のような各教育レベルでの収益率の低下は次のような理由により生じたと考えられ

⒀　小学校卒の中には小学校未就学者や中途退学者も多いため教育年数を 6 年とすることができない。
しかし中途退学者が何年間在学したかのデータは不明である。そのため小学校の教育年数を平均し
て 4 年であると仮定し、小学校卒と中学校卒との教育年数差を 5 年、小学校卒と高校卒との教育年
数差を 8 年、小学校卒と専門大学卒との教育年数差を 11 年、小学校卒と大学卒との教育年数差を
12 年として計算した。

図 5．学歴別教育投資の収益率（%）

出所：付録表 2 より推計
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る。ここで中学校を例にとると、中学校から高校への進学率が上昇すると、中学校卒の学

歴を持つ労働力の供給が減少し、かれらの賃金率を押し上げるように作用する。逆に高校

への進学率上昇により高校卒の労働力の供給が増加し、かれらの賃金率を抑えるように作

用する。こうした結果、賃金や収益率の格差が縮小する。今後さらにある教育レベルにお

ける進学率が上昇すると、それより下の教育レベルの労働力供給が減少し、賃金が上昇し、

逆にそれ以上の供給が増加する。このような連鎖した労働力の需給の変化により、学歴相

互間の賃金と収益率格差が縮小すると考えられる。

第 3 点は、大学院修了を除く中学校卒以上の学歴相互間の収益率格差の縮小はまだわず

かであった。しかし、今後さらに大学における就学率が上昇すると、大学卒の収益率が低

下し、中学校卒以上の学歴間収益率格差も縮小するものと考えられる。最後の点は大学院

修了の収益率低下はまだわずかで他の学歴に比べ減少は非常に小さい。これは大学院修了

者の供給がまだ非常に少なく、彼等の賃金があまり下らなかったためであると考えられる。

2001-18 年間における中学校卒以上の学歴相互間の収益率格差の縮小はまだわずかで

あったが、小学校卒と中学校卒以上の間の収益率格差は傾向的に縮小してきたことを確認

することができた。今後さらに中学校から高校へ、また高校から大学への進学が増加し、

中学校卒や高校卒の労働力供給が減少し、大学卒の供給が増大すると、中学校卒以上にお

ける学歴間収益率格差が縮小すると考えられる。また大学院修了の収益率減少はまだわず

かであるが、今後修了者の増加に伴い、低下すると考えられる。その結果、こうした学歴

相互間の教育の収益率格差の縮小は、これまで拡大傾向を提示してきた所得格差の動向に

影響を及ぼすものと考えられる。

6．おわりに

ここの分析で分かったことをまとめてみよう。第 1 は、20-24 歳や 25-29 歳の様に 20

歳以降 5 歳毎の年齢層別に 2001 年以降の大学卒・高校卒賃金比の推移を見ると、大学就

学者数の急増が起こり始めて 5 年後に 20-24 歳層の賃金比が下落し、10 年後には 30-34

歳層の賃金比が低下することが分かってきた。第 2 は、地域別に大学卒・高校卒賃金比の

推移を見ると、大学卒雇用者が多い大都市のジャカルタにおいてその低下が明瞭に現れる

ことが分かった。第 3 は、非農業非常勤・高校卒の賃金比の推移を見ると、2010 年まで
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上昇が見られなかったが、2011-17 年には急速に上昇した。他方、農業非常勤・高校卒の

賃金比の推移を見ると、バリでは 2007 年から、中ジャワと東ヌサトゥンガラでは 2010 年

からの上昇し、バリでは非農業非常勤・高校卒賃金比よりやや早く上昇し始めた。

第 4 は、学歴別に卒業後から 60 歳までに得る賃金をもとに教育投資の収益率を計算す

ると次のような結果になった。学歴が高くなるほど教育投資の収益率が高く、大学教育で

は 8% 以上と非常に高いことが分かった。この高い収益率が大学への進学率を押し上げた

と考えられる。小学校卒を基準にした教育投資の収益率の 2001 年から 2018 年までの推移

は、中学校卒以上の収益率が傾向的に低下し、小学校卒の収益率に近づいてきたことを示

した。これは中学校以上の就学率が上昇し、中学校卒以上の労働力供給が増加し、逆に小

学校卒労働力の供給が減少し、後者の賃金率が上昇したためと考えられる。しかし、中

学校卒以上においては、学歴間収益率格差の縮小がまだ僅かにしか起こっていないことも

確認できた。

計測結果を簡潔に総合すると、計測期間中に①大学卒・高校卒雇用者賃金比は縮小、②

非常勤・高校卒賃金比は縮小、③大学教育の収益率は 2001 年で 11%、2017 年でも 8% と

非常に高い、④中学校卒以上の学歴の収益率は低下し、各教育レベルにおける就学率が上

昇するにつれて低下してきた。この様な状況は次のような要因により生じてきたと考えら

れる。1970 年代には 2.3% であった人口成長率も 2010 年代には 1.1% まで低下した。これ

により若年層の労働力供給が次第に小さくなってきている。さらに教育投資への拡充によ

り小学校から中学校への進学増となり、小学校卒の労働力の供給が小さくなった。そのた

め彼等の賃金率が相対的に上昇するようになった。逆に、中学校卒の労働力供給が増加し、

彼らの賃金率上昇を抑えるようになる。すなわち各レベルの学校において、その上の学校

への進学が増加し、それぞれの段階を卒業した労働力供給に変化が起こった結果、賃金格

差や収益率格差に変化が起こってきたのである。今後さらに教育投資が拡充すると、各レ

ベルの学校からその上の学校への進学が増加し、最終的に大学卒の供給は増加するが、そ

れ以下の学歴における労働力供給は減少してくる。

将来、資本形成や技術進歩により労働生産性が上昇すれば、労働力需要は全体的に拡大

する。高校卒以下の労働力供給は減少するが、逆に大学卒労働力の供給は拡大すると、学

歴間の賃金率格差は今よりさらに縮小すると考えられる。そしてこの傾向が持続すると賃
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金格差がさらに縮小し、所得格差が縮小する一要因になると考えられる。
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出所：BPS_b (2001-2018) より計算

付録表 1．年齢層別大学卒・高校卒賃金比

【付録表】
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注：括弧内の数値は z値である
出所：BPS_b (2001-2018) より推計

付録表 2．賃金関数の推計結果
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